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アジア経済法令ニュース No.24-33 

 添付法令資料 1： 韓国資本市場及び金融投資業に関する法律（目次） 

 添付法令資料 2： 中国国境衛生検疫法（目次） 

 添付法令資料 3： 麻薬、向精神薬及び薬物前駆体の輸入及び輸出の枠組みにおける 

  監督結果分析に係る申請要件及び手続に関する 2024年1月26日付 

  インドネシア共和国医薬品食品監督庁規則 No. 1（目次） 

 添付法令資料 4： 民事訴訟法典を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2024 年 8 月 16 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 肥料を登録した件（農林水産省告示第 1560 号） 

24.08.13 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 关于加快经济社会发展全面绿色转型的意见 

24.07.31 公布 中国共产党中央委员会等 

2 关于《中新天津生态城建设国家绿色发展示范区实施方案（2024—2035 年）》

的批复 

24.08.03 公布 国务院 国函[2024]125 号 

3 行业协会商会收费行为合规指南 

24.07.30 公布 国家市场监督管理总局等公告 2024 年第 32 号 

4 关于金融支持天津高质量发展的意见 

24.07.26 公布 中国人民银行等 

5 关于“检察护企”专项行动主要举措及阶段性成效的通报 

24.08.08 公布 最高人民检察院 

6 关于印发《“新三样”相关技术专利分类体系（2024）》的通知 

24.08.01 公布 国家知识产权局办公室 国知办发规字[2024]28 号 

7 关于专利权期限补偿费用缴纳等相关事项的通知 

24.08.06 公布 国家知识产权局 

8 关于变更 8 项国家计量基准名称和技术指标的公告 

24.08.02 公布 国家市场监督管理总局公告 2024 年第 33 号 

9 关于进一步强化碳达峰碳中和标准计量体系建设行动方案（2024-2025 年）的

通知 

24.07.14 公布 国家发展和改革委员会等 发改环资[2024]1046 号 

10 中华人民共和国工业和信息化部公告 2024 年第 17 号 

24.07.11 公布 工业和信息化部公告 2024 年第 17 号 

11 关于发布国家重点研发计划“高性能制造技术与重大装备”等 16 个重点专项
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2024 年度项目申报指南的通知 

24.07.31 公布 工业和信息化部 工信部高新函[2024]224 号 

12 关于调整新增建设用地土地有偿使用费缴费方式的补充通知 

24.08.07 公布 自然资源部等 自然资函[2024]632 号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 关于 2024 年度享受增值税加计抵减政策的工业母机企业清单制定工作有关事

项的通知 

24.08.01 公布 工业和信息化部等 工信部联通装函[2024]233 号／同日施行 

2 关于印发《会计软件基本功能和服务规范》的通知 

24.07.29 公布 财政部 财会[2024]12 号／25.01.01 施行 

3 关于印发《会计信息化工作规范》的通知 

24.07.26 公布 财政部 财会[2024]11 号／25.01.01 施行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 关于加强和改进互联网财产保险业务监管有关事项的通知 

24.07.17 公布 国家金融监督管理总局 金规[2024]9 号 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦租税法典第 1 部第 4 条及び第 105.26 条並びに第 2 部、並びにロシ

ア連邦租税法典第 1 部及び第 2 部並びに個別のロシア連邦法規への変更の導入

並びにロシア連邦租税法典第 1 部第 78 条第 1 号第 2 段落の効力の停止に関す

るロシア連邦法律第 2 条へ変更を導入することに関する 2023 年 12 月 19 日付

ロシア連邦法律 No.611-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

2 ロシア連邦租税法典第 2 部への変更の導入に関する 2023 年 12 月 19 日付ロ

シア連邦法律 No.612-FZ 

公布の日から 1 か月経過後に施行。ただし、付加価値税の次期課税期間の

初日より前には施行されない。 

3 地下に関するロシア連邦法律第 43 条への変更の導入に関する 2023 年 12 月

19 日付ロシア連邦法律 No.619-FZ 

2024 年 9 月 1 日から施行 

4 消費者クレジット(ローン)に関するロシア連邦法律第5条及び第7条への変更

の導入に関する 2023 年 12 月 19 日付ロシア連邦法律 No.607-FZ 

2024 年 7 月 1 日から施行 

5 個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2023 年 12 月 19 日付ロシア

連邦法律 No.600-FZ 

一部を除き、2024 年 1 月 1 日から施行 

6 対外貿易活動の国家規制の基礎に関するロシア連邦法律第 46.1 条、及び個別

のロシア連邦法規への変更の導入に関するロシア連邦法律へ変更を導入する
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ことに関する 2023 年 12 月 19 日付ロシア連邦法律 No.616-FZ 

公布の日から施行 

7 個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2023 年 12 月 19 日付ロシア

連邦法律 No.613-FZ 

8 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 住宅法の若干の条項の細則を定める議定 

政府の 2024 年 7 月 24 日付第 95/2024/NĐ-CP 号議定／24.08.01 施行 

 

第 5 韓国 

1 情報通信網利用促進及び情報保護等に関する法律施行令一部改正令 

24.08.13 公布 大統領令第 34821 号／24.08.14 施行 

2 故郷愛寄附金に関する法律施行令一部改正令 

24.08.13 公布 大統領令第 34822 号／一部を除き、24.08.21 施行 

3 不正競争防止及び営業秘密保護に関する法律施行令一部改正令 

24.08.13 公布 大統領令第 34830 号／24.08.21 施行 

4 不動産投資会社法施行令一部改正令 

24.08.13 公布 大統領令第 34835 号／24.08.21 施行 

5 資本市場及び金融投資業に関する法律施行令一部改正令 

24.08.13 公布 大統領令第 34840 号／24.08.14 施行 

 

第 6 台湾 

1 增訂並修正國民體育法條文 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300069591 號令 

2 修正多層次傳銷管理法條文 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300069621 號令 

3 修正土地法條文 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300068931 號令 

4 增訂並修正不動產估價師法條文 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300069581 號令／25.02.07 施行 

5 修正中小企業發展條例條文 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300069601 號令 

6 增訂並修正加值型及非加值型營業稅法條文 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300068911 號令 

7 增訂並修正兒童及少年性剝削防制條例條文 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300069571 號令／一部を除き、同

日施行 

8 修正所得稅法條文 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300069611 號令 
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9 制定植物診療師法 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300070451 號令／同日施行 

10 修正電業法條文 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300068961 號令 

11 修正證券交易法條文 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300069631 號令 

12 制定軍人權益事件處理法 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300070091 號令 

13 修正離島建設條例條文 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300068941 號令 

14 修正地方制度法條文 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300070101 號令 

15 修正陸海空軍懲罰法 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300069641 號令 

16 修正宗教團體以自然人名義登記不動產處理暫行條例條文 

24.08.07 公布 総統府 華總一義字第 11300068951 號令 

17 制定新住民基本法 

24.08.12 公布 総統府 華總一義字第 11300070441 號令 

 

第 7 シンガポール 

1 Patents Act 1994 - Patents (Amendment) Rules 2024  

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 15 

August 2024 and come into operation on 16 August 2024.; No. S 652/2024 

2 Patents Act 1994 - Patents (Patent Agents) (Amendment) Rules 2024  

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 15 

August 2024 and come into operation on 16 August 2024.; No. S 653/2024 

 

第 8 タイ 

1 仏暦 2558 年（西暦 2015 年）化粧品法に基づく押収品の管理についての仏暦

2567 年（西暦 2024 年）の公衆衛生省の規定 

24.07.09 制定／官報による発布日（24.08.09）から 60 日経過後に施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  EXECUTIVE ORDER NO. 67, S. 2024 

  CREATING THE PRESIDENTIAL OFFICE FOR CHILD PROTECTION  
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24.08.06 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から直ちに施

行 

2 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 087-2024 

  FREQUENTLY ASKED QUESTIONS RELATIVE TO THE FILING OF 

TAX RETURNS AND PAYMENT OF TAXES PURSUANT TO REVENUE 

REGULATIONS NO. 4-2024, IMPLEMENTING THE PROVISIONS OF 

REPUBLIC ACT NO. 11976, OTHERWISE KNOWN AS “EASE OF 

PAYING TAXES (EOPT) ACT” 

24.08.07 付 

3 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE REGULATIONS NO. 13-2024 

  PROVIDING EXTENSION OF THE DEADLINES FOR THE FILING OF 

TAX RETURNS AND PAYMENT OF THE CORRESPONDING TAXES 

DUE THEREON, INCLUDING SUBMISSION OF REQUIRED 

DOCUMENTS FOR TAXPAYERS WITHIN THE JURISDICTION OF 

REVENUE DISTRICT OFFICES OF THE BUREAU OF INTERNAL 

REVENUE THAT WERE AFFECTED BY SOUTHWEST MONSOON AND 

TYPHOON "CARINA", AND GIVING AUTHORITY TO THE 

COMMISSIONER OF INTERNAL REVENUE TO EXTEND THE 

DEADLINE FOR THE FILING OF THE RETURNS AND OTHER 

DOCUMENTS IN TIMES OF FORCE MAJEURE 

24.08.08 付／直ちに施行 

4 REPUBLIC ACT NO. 12018 

  AN ACT CREATING THREE (3) ADDITIONAL SHARI’A JUDICIAL 

DISTRICTS AND TWELVE (12) SHARI’A CIRCUIT COURTS THEREIN, 

AND APPROPRIATING FUNDS THEREFOR, AMENDING FOR THE 

PURPOSE ARTICLES 138, 147, AND 150 OF PRESIDENTIAL DECREE 

NO. 1083, OTHERWISE KNOWN AS THE “CODE OF MUSLIM 

PERSONAL LAWS OF THE PHILIPPINES”, AS AMENDED, AND THE 

RELEVANT PROVISIONS OF BATAS PAMBANSA BLG. 129, 

OTHERWISE KNOWN AS “THE JUDICIARY REORGANIZATION ACT 

OF 1980”, AS AMENDED 

24.08.12 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から 15 日後に

施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 13 カザフスタン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 電力に関するウズベキスタン共和国法律 

2024 年 8 月 7 日付 No.ZRU-939／同年 11 月 9 日から施行 

2 商標法に関するシンガポール条約（2006 年 3 月 27 日付・シンガポール）の

批准に関するウズベキスタン共和国法律 

2024 年 8 月 13 日付 No.ZRU-941／同月 14 日施行 

3 賃金、年金及び手当の金額の引上げに関するウズベキスタン共和国大統領令 

2024 年 8 月 12 日付 No.UP-108／同月 13 日施行 

4 節電、電力の効率的な使用及びエネルギー効率性の向上に関するウズベキス

タン共和国法律 

2024 年 8 月 7 日付 No.ZRU-940／同年 11 月 9 日から施行 

 

第 15 トルコ 

1 オンライン契約規則における変更の実施に関する貿易省の規則 

2024 年 8 月 10 日官報 No.32628／同日施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 添付法令資料 

   1 韓国資本市場及び金融投資業に関する法律（目次） 

   2 中国国境衛生検疫法（目次） 

   3 麻薬、向精神薬及び薬物前駆体の輸入及び輸出の枠組みにおける監督結果分

析に係る申請要件及び手続に関する 2024年 1月 26日付インドネシア共和国医

薬品食品監督庁規則 No. 1（目次） 

   4 民事訴訟法典を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 
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宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

實延 俊宏  弁護士：シンガポール法令担当 

萩原 亮太  弁護士：越南法令担当 

三冨 貴博  弁護士：日本法令担当 

宮澤 旭麿  弁護士：日本法令担当 

飯田 悠   弁護士：日本法令担当 

本間 朋信  弁護士：日本法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 
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南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

新山 祐美  パラリーガル：インドネシア法令担当 

松本 園美  パラリーガル：韓国法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


